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第１章 計画の策定にあたって 

 

 １ 計画策定の背景と趣旨 

 

わが国では、近年の急速な少子化の進行やこども・若者をめぐる様々な課題が深刻化す

る状況を背景に令和５年４月、こども基本法を施行し、同日にこどもに関する福祉行政を

一元的に担う「こども家庭庁」を創設しました。こども家庭庁は、社会全体でこどもの成

長を後押しするためこどもの最善の利益を第一として、こどもの視点に立った当事者目線

の政策を強力に進めていくことを目指し、「こどもまんなか社会の実現」を最重要コンセプ

トとして掲げています。また、令和５年６月には少子化対策強化の一環として「こども未

来戦略方針」を閣議決定し、若い世代の所得を増やし、全てのこども・子育て世代をライ

フステージに応じて切れ目ない支援、また妊娠期からの伴走型支援の拡充などをしていく

としています。令和５年12月、こども基本法に基づき、こども政策を総合的に推進するた

め、政府全体のこども施策の基本的な方針等を定める「こども大綱」を閣議決定しました。 

本市においても、 

 

 

  

市の現況や策定目的を追記 
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 ２ 計画の位置づけ 

 

燕市こども計画は、子育て支援に関連する次の法律等に基づく計画として位置づけます。 

また、「第３次燕市総合計画」を最上位計画とし、上位計画である「第４次燕市地域福祉

計画」の下、「第４次燕市男女共同参画推進プラン」、「第４次燕市健康増進計画」、「第３次

燕市学校教育基本計画」、「第３次燕市幼稚園・保育園適正配置実施計画」や、次世代育成

支援対策推進法による「健やか親子21」に基づく「母子保健計画」を包含する、「次世代育

成支援行動計画」を推進していきます。 

さらに、 

 

名称 根拠法 

こども計画 こども基本法第10条 

子ども・子育て支援事業計画 子ども・子育て支援法第61条、第62条 

次世代育成支援行動計画 次世代育成支援対策推進法第８条、第９条 

子ども・若者育成支援計画 子ども・若者育成支援推進法第９条 

子どもの貧困対策計画 子どもの貧困対策の推進に関する法律第９条 

 

●計画の位置づけ 

 

 

 

  

計画位置づけ図を追加 

関連法が多いため、法律を図表化 

「こども」の年齢対象を掲載 
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 ３ 計画の期間 

 

令和７年度（2025 年度）から令和 11 年度（2029 年度）までの５年間を計画期間としま

す。 

なお、計画の期間中であっても、法制度が改正された場合や社会状況の変化等が生じた

場合、また計画と実態に乖離が生じた場合には、必要に応じて見直しを行うこととします。 

●計画期間 

 

 

 

 

 

 ４ 計画の策定体制 

 

(１) 燕市子ども・子育て会議 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、子ども・子育て支援事業者、子どもの保護者、

関係団体、公募市民等の委員で構成する「燕市子ども・子育て会議」で審議を行いました。 

 

(２) 市民の意見反映 

本計画の策定にあたっては、市民の意見を反映するため、基礎資料として各種調査を実

施しました。 

また、本計画の素案のパブリックコメントを実施しました。 

  

計画の期間の図を追加 
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第２章 子どもと家庭、若者を取り巻く現状 

 

 １ 人口・世帯の動向 

 

(１) 人口の推移 

①総人口 

本市の総人口は減少傾向で推移しており、令和６年４月１日現在は76,322人で、令和２

年と比較すると2,611人減少しています。 

人口区分ごとの割合をみると、年少人口は減少、生産年齢人口もやや減少傾向で推移し

ています。一方、高齢者人口の割合は増加しており、少子高齢化が進行しています。 

 

●総人口の推移 
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更新した統計データを掲載 
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●男女別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②児童・生徒人口 

児童・生徒人口（０歳～17歳）は、就学前児童、小学生児童、中学生以上生徒のすべて

において減少傾向となっています。 

 

●児童・生徒人口の推移 
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(２) 世帯の推移 

①世帯数及び世帯人員 

総人口が減少傾向となっているのに対し、世帯数は増加傾向となっており、令和６年４

月１日現在は31,167世帯となっています。それに伴い、１世帯あたりの人員は年々減少傾

向にあります。 

●世帯数及び１世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世帯構成 

国勢調査をみると、核家族世帯・単独世帯は増加傾向にあります。また、ひとり親世帯

は、母子世帯、父子世帯ともに減少傾向で推移していましたが、令和５年から横ばい傾向

に転じています。 

●世帯構成の推移 
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●６歳未満の子のいる一般世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●18 歳未満の子のいる一般世帯の推移 
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●ひとり親世帯の推移 
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(３) 人口の自然動態等の推移 

①出生及び死亡 

出生数は令和元年度から減少傾向で推移しており、令和５年度は400人を下回り396人と

なっています。一方、死亡数は、令和元年度から増加傾向で推移しており、令和５年度は

1,124人となっています。 

合計特殊出生率1は、全国・県を下回る年が多くなっています。令和４年は過去５年間で

最も低い1.22となっています。 

●出生数及び死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
1 合計特殊出生率：人口統計上の指標で、一人の女性が一生に産む子どもの平均数を示す。 
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●合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●母親の年齢別出生数の推移 
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②婚姻率及び離婚率 

婚姻率は、全国を下回っていますが、県よりやや高いものの、減少傾向で推移していま

す。一方、離婚率は、概ね全国・県を下回っており、減少傾向で推移しています。 

●婚姻率の推移（人口千対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●離婚率の推移（人口千対） 
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 ２ 地域の産業・就業構造の動向 

 

(１) 産業別就業者数の推移 

①産業別就業者数 

産業別就業者数は年によってばらつきがありますが、全体でみると平成17年から減少傾

向で推移しています。産業別にみると、第１次産業2 、第２次産業3 は男女ともに減少傾向

にあり、第３次産業4 は男性が減少傾向であり、女性は増加傾向にあります。 

 

●産業別就業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                         
2 第１次産業とは、「農業,林業」、及び「漁業」が含まれる。 
3 第２次産業とは、「鉱業,採石業,砂利採取業」、「建設業」、及び「製造業」が含まれる。 
4 第３次産業とは、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業,郵便業」、「卸売業,小売

業」、「金融業,保険業」、「不動産業,物品賃貸業」、「学術研究,専門・技術サービス業」、「宿泊業,飲食サ

ービス業」、「生活関連サービス業,娯楽業」、「教育,学習支援業」、「医療,福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」、及び「公務（他に分類されるものを除く）」が含まれる。 
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(２) 女性の就労状況 

①女性の年齢階層別就業率 

女性の年齢階層別就業率は、平成17年から概ね増加傾向で推移していましたが、令和２

年でやや落ち込んでおり、20代、30代、40代、50歳～54歳で、平成27年より減少していま

す。 

●女性の年齢階層別就業率の推移 
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 ３ 教育・保育サービス等の状況 

 

 

 ４ 第２期燕市子ども・子育て支援事業計画の評価 

 

 

 ５ アンケート調査結果 

 

 

 

 

 ６ 燕市の子どもと家庭、若者を取り巻く課題 

 

 

  

ニーズ調査・若者調査（・貧困調査）の結果を記載 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

 １ 基本理念 

 

 

輝く未来へ‼笑顔あふれる 子育てのまち つばめ 

 

 

 ２ 基本目標 

 

基本目標１ 育てることと働くことの両立支援のために 

基本目標２ 地域とともに安心して子育てするために 

基本目標３ 健康で豊かな心に満ちあふれた子ども・若者の成長のために 

基本目標４ 子ども・若者の学ぶ力と生きる力を育むために 

基本目標５ 支援が必要なこども・若者・家庭のために 

基本目標６ 子ども・若者にやさしいまちづくりのために 

基本目標７ 若い世代の自立のために 

検討中 


